
事業
年度

自 令和元年5月1日 法人コード A005353

至 令和2年4月30日 法人名
公益財団法人中部圏社会経済
研究所

【別表C(2)　控除対象財産】 ※　法人の管理運営に用いる財産については、事業番号の欄に「管」と記載してください。

１．公益目的保有財産

番号 財産の名称
場所 事業区分

※ 財産の使用状況
（概要、使用面積、使用状況

等）

帳簿価額 不可欠
特定財産 共用財産

面積、構造、物量等 事業番号 期首 期末 取得時期 共用割合

1 基本財産
債券

第60回利付国債（20
年） 公

運用益を公益目的事業の財源と
して使用している。

768,730,750 円 969,214,750 円
他8件 1,2 %

2 基本財産
定期預金

三菱ＵＦＪ銀行他 公
運用益を公益目的事業の財源と
して使用している。

231,269,250 円 30,785,250 円
1,2 %

3 運営強化資産
定期預金

大和ネクスト銀行 公
運用益を公益目的事業の財源と
して使用している。

110,000,000 円 110,000,000 円
1,2 %

4 その他固定資産
建物

パーティション他 公
公益事業の用に供している。 1,826,660 円 1,556,576 円

2-4

1,2 75.0 %

5 その他固定資産
什器備品

サーバ他 公
公益事業の用に供している。 532,126 円 281,298 円

2-5

1,2 73.0 %

6 その他固定資産
敷金

名古屋市中区栄四
丁目１４番２号久屋
パークビル３階

公

公益事業の用に供している。 4,625,208 円 4,625,208 円

2-6

事務所303.38平方メ
ートル賃借 1,2 75.0 %

円 円
%

計（A） 1,116,983,994 円 1,116,463,082 円

２．公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産

番号 財産の名称
場所 事業区分

※ 財産の使用状況
(概要、使用面積、使用状況等)

帳簿価額 共用財産

面積、構造、物量等 事業番号 期首 期末 共用割合

4 その他固定資産
建物

パーティション他 他
その他事業及び管理運営の用に供
している。

608,886 円 518,858 円
1-4

1,管 25.0 %

5 その他固定資産
什器備品

サーバ他 他
その他事業及び管理運営の用に供
している。

177,375 円 104,042 円
1-5

1,管 27.0 %

6 その他固定資産
敷金

名古屋市中区栄四
丁目１４番２号久屋
パークビル３階

管
その他事業及び管理運営の用に供
している。

1,541,736 円 1,541,736 円

1-6

事務所303.38平方メ
ートル賃借 1,管 25.0 %

円 円
%

計（B） 2,327,997 円 2,164,636 円

３．資産取得資金（公益のみ）（別表Ｃ(4)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額

公益目的
保有財産

共用財産

期首 期末 共用割合

公
円 円



円 円
%

計（C） 0円 0円

３．資産取得資金（公益以外）（別表C(4)より）

番号
資金の名称

事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額 共用財産

枝番 期首 期末 共用割合

円 円
%

計（C） 0円 0円

４．特定費用準備資金(公益のみ)（別表Ｃ(5)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額

期首 期末

7
中部圏統計分析事業引当資
産

公
中部広域圏の経済活動を
分析するためのツールとし
て「中部圏地域間産業連
関表」を開発・更新するとと
もに、応用研究を実施する
。
また、「中部圏マクロ計量
モデル」を開発・更新する
ことにより、複数の県にま
たがる広域経済圏の経済
予測を実施し、広域経済圏
の経済分析に役立てる。

50,121,956円 0円

1

9
中部圏景気動向指数の算出
と公表事業引当資産

公
中部圏の景気動向を迅速
かつ的確にとらえるための
分析ツール「中部圏景気動
向指数」の開発・更新およ
びこれらを用いた各種経済
分析の実施。
中部圏の足元の社会・経
済情勢を分析するレポート
の公表。

0円 33,200,000円

1

10
中部圏経済の実証分析の実
施事業引当資産

公
社会的関心が高くかつ時
宜を得た中部圏の社会・経
済に関する諸課題の実証
分析の実施と「中部社研経
済レポート」の公表。
中部圏経済の現状につい
ての分析と、社会的関心が
高い課題に対する実証分
析の実施と「中部圏経済白
書」の発行。

0円 22,800,000円

1

計（D） 50,121,956円 56,000,000円

４．特定費用準備資金(公益以外)（別表Ｃ(5)より）

番号 資金の名称
事業
番号
※

資金の目的
帳簿価額

期首 期末

円 円

計（D） 0円 0円



５．交付者の定めた使途に従い使用・保有している財産（１～４に記載した財産は含まれません。）

番
号

財産の名称
事業
番号
※

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首 期末

円 円

円 円

計（E） 0円 0円

６．交付者の定めた使途に充てるために保有している資金（１～４に記載した資金は含まれません。）

番
号

資金の名称
事業
番号
※

交付者の定めた使途
帳簿価額

期首 期末

8 航空事業引当資産
公 航空の発展に資する事業

を積極的に実施する。
45,111,447円 45,111,447円

1

円 円

計（F） 45,111,447円 45,111,447円

控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）
期首 期末

1,214,545,394円 1,219,739,165円




